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輸出先国・地域における支援体制の強化

令和４年９月



輸出先国・地域における専門的・継続的な支援体制の強化

農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（農林水産物・地域の活力創造本部、令和４年６月改
訂）において、輸出支援プラットフォームについて以下のとおり明記。

○ 在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員を主な構成員とする輸出支援
プラットフォームでは、現地で食品産業等に精通した人材をローカルスタッフとして速やかに雇用・確
保し、輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継続的に支援する。

○ まずは、2023年度末までに米国、ＥＵ、タイ等の８カ国・地域において輸出支援プラットフォーム
を立ち上げ、 順次、市場として有望な重点都市に設立

○ プラットフォーム設置候補都市

・・・・立上げ済
・・・・2023年度までに立上げ

米国(NY、LA)
(4月27日)

シンガポール
(5月7日)

タイ
(5月5日)

EU（フランス）
(5月16日)

ベトナム
(8月19日)
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在外公館 JFOODO海外代表

JETRO海外事務所

密接に連携

農林水産省 輸出・国際局

プラットフォーム（輸出先国・地域における公的支援）

輸出支援プラットフォーム（PF）のイメージ

継続的・専門的
に支援

支援

継続性の確保

ローカルスタッフ
により長期的な
取組や人脈構
築を実施

専門性の確保

専門人材の登
用促進や人材
育成を強化

連携の確保

関係部局が共
同して輸出拡
大のための調
査を実施

地域の主体性
の確保

地域の実態に
即した活動を
積極的に実施

我が国への還元

• 国内品目団体へのトレンド
情報提供

• 新規規制情報を政府間
協議に反映

• GFPと連携したPRイベント
の開催

ネットワーク構築

ローカルスタッフ

• 現地法人
• 現地食品事業者
• 現地レストラン 等

PF協議会

• 将来的な協議会への参加に関心
を有する関係者 等

外務省、経産省、国税庁等の関係省庁

現地主体の活動に対する
現地法人・レストラン等のニーズを踏まえた現地発支援

品目団体やGFP＊等

連携・情報共有

互いに
密接に連携
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*GFP：農林水産物・食品輸出プロジェクト



①カントリーレポートの作成 ②新たな商流の開拓

③現地に販売・製造拠点を置く現地法人支援 ④現地日本食レストラン等を活用した日本食普及

市場や規制の全体像に加え、新たな市場の変
化や規制の導入等、現地の有益な情報をカント
リーレポートとして取りまとめ、体系だった情報を品
目団体や事業者に提供。

マーケットインの発想で海外市場で求められるス
ペックの産品を専門的・継続的に輸出し、あらゆる
形で商流を開拓する体制を整備。

現地広告代理店、法律事務所、調査会社等を
現地パートナーとし、我が国食産業の発展に貢献
する現地展開企業に対し、多様な課題に応じた支
援を実施。

非日系のオーナーやシェフも巻き込んで、現地の
日本食レストラン等のネットワークを構築し、日本
食普及活動を強化。

○ 輸出支援プラットフォームに期待される以下の活動の円滑な実施のため、次の取組を推進。

・相談窓口の設置
・今後の取組内容、スケジュールを現地、本国の関係者に見える化
・商流構築や事業者からの相談対応に資する人脈のリスト化
・プラットフォーム協議会の機能・会員の拡充

― 期待される活動 ―

輸出支援プラットフォームの活動
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